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世羅町商工会 令和 2年度経営発達支援事業報告書 
 

【総 括】 

経営発達支援事業は、小規模支援法に基づく「基本指針」に則り、個々の小規模事業者が持続的発展

をしていくために 13事項 21項目について商工会として何をすべきなのかを問われたもので、世羅町商

工会は平成 28年 4月 22日に経営発達支援計画の認定を受け、計画期間である 5年間で掲げた目標数値

が達成されるよう事業を推進してきました。 

2016年版小規模企業白書によれば、小規模事業者で経営計画を作成したことがある者は全体の約 5割

にとどまり、作成したことがある事業者は作成したことが事業者に比べて売上の増加傾向が高いという

調査結果が出ており、この結果を基に、小規模事業者の経営計画策定を重点的に支援することとして本

事業を実施し、平成 28年度以降の第一期計画期間中に当会の支援により経営計画を作成した事業所数

は延べ 141事業所と当初計画の目標であった 180事業所数を下回ったものの、計画策定件数は 197件と

なりました。また、令和 2年度末にフォローアップ対象だった 99社（平成 30年度～令和 2年度計画   

策定支援先）の内、有効な売上推移を把握できた 35 社において 20 社が計画策定前から売上が増加し、

16社で粗利益が増加しました。 

また、計画策定に必要な経営分析では、平成 29年度より記帳機械化を行っている事業者に対して、

月次試算表を基に経営指導員等が財務状況等を考察する取り組みを始め、これをきっかけに、経営計画

策定に取り組み補助金の活用や税務上のメリットを受けることができた事業者も増えています。 

令和２年度事業においては指標としていた 47項目のうちＡ評価は 22にとどまり、過半数の目標を達

成することが出来ませんでしたが、新型コロナウイルス感染症の影響により多くの事業者の売上が減少

する中、世羅町持続化助成金を中心に各種補助金申請先数は過去最多となるなど、事業者も危機感を持

って各種施策の活用に踏み出しています。 

平成 27年から認定が行われている本事業では小規模事業者を取り巻く環境などを鑑みながら見直し

が行われ、国は商工会に対してより一層の「成果」を求めるようになっており、令和 3年度から始まる

世羅町商工会第二期経営発達支援計画の事業実施に際しては小規模事業者の経営分析・事業計画の作成

支援を通じて売上や売上総利益がいかに増加するかに一層の重点を置いて、効果的な支援となるよう取

り組みます。 

現在も新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う経済への影響は未だ出口が見えない中ではあり

ますが、当会では経営発達支援事業を柱として、支援体制の強化と世羅町・関係団体との一層の連携強

化を推進し、包括的・効果的な小規模事業者支援を目指します。 
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Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

1．地域の経済動向調査に関すること【指針③】 

 

（1）行政や民間団体の各調査データ及び当会の既存事業より把握される経済動向から、次にあげる項

目について調査・分析した。 

①世羅町統計データブック（世羅町発行の統計データ） 

   1)世羅町における旧町別世帯数・人口の推移(基準日：3月 31日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 合併時からの比較 

世帯数：甲山地区および世羅地区は増加し、世羅西地区は 5.3％の減少 

      1世帯当たりの人数は甲山地区 2.31人、世羅地区 2.32人、世羅西地区 2.13人、 

全体では 2.28人／世帯となっており、大字別では 2人を切る地区も出てきている。 

 

  人 口：全地区で減少し、平成 31年⇒令和 2年の減少数 541人は過去最大となっている。 

      減少率は甲山地区 19.2%、世羅地区 18.9%、世羅西地区 26.1%となり、人口が少ない地区

ほど減少率が高くなる傾向にある。 
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2)将来推計人口（未公表） 

 

 

 

 

 

 

 

2018 年発表の人口推計数値は、平成 25 年に発表数値から更に減少幅が大きくなり、上表の

とおり 5年毎に 1200人前後が減少する推計が示されている。 

 

実際の人口推移・将来推計人口の状況を踏まえ、人口減少は今後確実に・加速度的に進んで

いくものであり、周辺環境によっては更に劇的に変化する可能性もあることから、常に動態を

注視していく必要がある。 

また、域内の事業者の経営を維持していくためには、人口減少に対応した経営の変革を支援

していく必要が日々高まっている。 

 

②小規模企業白書（中小企業庁） 

1)地域で価値を生み出す小規模事業者 

  2020 年版中小企業白書・小規模企業白書では、我が国の人口は 2008 年をピークに減少に転

じ、地方部においては人口減少が特に深刻であり、様々な課題が生じていることから、地域の

持続可能な発展に向けて、地域の小規模事業者に期待される役割について考察している。 

 

 この中で人口密度が小さい区分に該当する地域の住民に地域課題（商店街・中心市街地の衰

退、働く場所の不足等）の解決に当たり、中心的な役割を担うことが期待される者を調査した

ところ、下図のような結果となっている。 

これによれば、地域課題解決の担い手として地域内の小規模事業者への期待が最も高く、 

商工会等の公的支援機関への期待も地方自治体を上回っており、小規模事業者への様々な支援

を通じて、地域の期待に応えていくことが商工会に求められていると言える。 
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   では、人口密度が小さい地域で利益を拡大していくためにはどうすれば良いか。 

世羅町に所在する小規模事業者の多くは BtoC 型小規模事業者と言えるが、人口密度が  

小さい地域における顧客・利益等の状況は次のとおりである。 

これによれば、人口密度が小さい地域は人口密度が大きい地域に比べ、地域外の顧客から

得る売上により利益を拡大している傾向が強い。 

また、地域外からの顧客から売上を得る事業者ほど EC の活用度合が高く、EC の活用度合

が高い事業者ほど利益は増加傾向にあることが分かる。 

当町は観光農園や果樹園が多く、観光客が多い地域であり、また、交通アクセスも良いこ

とから EC サイトの活用と併せて町外顧客へ訴求していくことにより、売上・利益の拡大を

図ることが可能と考えられる。 
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また、過去 5年間の小規模事業者の利益傾向別に見た、今後 5年間で利益拡大を図る際に

最も重視する方法は下図のようになった。 

これによれば過去 5年間で利益が減少傾向にあるものほど「コスト削減」を重視する割合 

が高くなっており、言い換えれば消極的になっていると言える。 

コスト削減を通じた利益の拡大には限界もあり、継続的な利益確保を図る上では販路を 

拡大することによる販売数量の拡大、付加価値向上による販売単価の上昇という売上高の 

増加に向けた取組が必要であり、事業者の積極的な事業展開を後押ししていくことが商工会

に求められていると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 融資データ（町預託融資・マル経融資） 

1) 町預託融資 → 実行件数、実行金額共に減少（件数 59件減、金額は 313,770千円減） 

融資残高は 329,820千円減、運用率も 49.97％減で 235.18％ 

 

2)マル経融資 → 決定件数・決定金額共に減少（件数 2件減、金額 31,300千円減） 

 ※新型コロナウイルス感染症関連の融資制度(日本公庫特別貸付、SN保証(4 号・5 号)の適用） 

創設により、町預託融資・マル経融資共に決定件数・決定金額が前年対比減少となった。 
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④既存事業データの分析 

   1)記帳データ、確定申告データの調査分析（商工会報にて公表する） 

・確定申告指導先 267件を業種で分類し売上総利益率、人件費率、外注費率、ＦＬ比率、特前

所得率を分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※売上には雑収入（持続化給付金等）を含んでいる。 

・小売業・製造業・建設業・その他の業種において前年より売上増加者率が高くなった 

・小売業・飲食業・その他の業種において前年より売上総利益率が増加した 

   （コロナ関連の各種給付金制度による雑収入が増加したため） 

 

 

2) 世羅とくとく商品券事業 

未実施（消費者に絞ってアンケート調査を実施したため） 

 

   3)その他統計データの調査・分析 

     未実施 

 

 

（目標に対する実績、達成度及び評価） 

   目標 実績 達成度 評価 

世羅町統計データブックの調査・分析 1回 1回 100.0％ Ａ 

小規模企業白書の調査・分析 1回 1回 100.0％ Ａ 

町預託融資の調査・分析 1回 1回 100.0％ Ａ 

マル経融資の調査・分析 1回 1回 100.0％ Ａ 

記帳業務データの調査・分析 1回 1回 100.0％ Ａ 

確定申告業務データの調査・分析 1回 1回 100.0％ Ａ 

世羅とくとく商品券事業の調査・分析 1回 0回 0.0％ Ｅ 

その他統計データの調査・分析 1回 0回 0.0％ Ｅ 

 

  

業種 売上増加者率 売上総利益率 人件費率 外注費率 ＦＬ比率 特前所得率

小売業 31.25% 40.59% 11.10% 0.77% 7.75%

飲食業 44.44% 59.64% 11.42% 0.00% 51.78% 8.63%

理美容業 24.00% 89.90% 15.14% 0.00% 19.60%

製造業 40.91% 57.64% 12.22% 2.28% 19.60%

建設業 62.96% 58.90% 5.53% 12.84% 26.06%

不動産業 21.05% 100.00% 11.18% 0.00% 33.05%

その他 53.76% 92.75% 10.72% 3.59% 23.13%

ＦＬ比率はＦＯＯＤ（材料費）とＬＡＢＯＲ（人件費）の合計が売上高に占める割合
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2．経営状況の分析に関すること【指針①】 

 

（事業内容） 

（1）窓口・巡回業務で受ける各種経営相談 

   ・全職員で対応 窓口相談 2,741回、巡回相談 791回、創業窓口 43回、創業巡回 1回 

  ・469事業所を巡回（法定 604会員に対し 77.6％の浸透率） 

   ・新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、巡回訪問を控えたこともあり、前年と比較して巡回

相談回数は 949 回減少する一方、窓口相談回数は 983 回増加した。これに伴って巡回浸透率は  

前年の 90.1%を大きく下回ることとなった 

 

（2）経営分析セミナーの開催 

  ・令和 2年 12月 15日開催 参加者 8名 

    タイトル 「商売繁盛セミナー～経営分析編～」 

    講  師 有限会社 ウェーブ 取締役 藤田悠久雄氏 

 

（3）専門家による個別相談会の開催 

・税務等個別相談 3回、参加事業者延 17名 

・人材育成助成金等を活用した専門家派遣 2回 

 

（4）経営分析 

  ・記帳機械化支援先への月次試算表等の考察 102社 

  ・事業計画策定支援先への SWOT等分析     49社（記帳機械化との重複 11社） 

 

 

（目標に対する実績、達成度及び評価） 

   目標 実績 達成度 評価 

窓口、巡回訪問件数 4,000件 3,576件 89.4％ Ｂ 

経営分析セミナー開催数  1回  1回 100.0％ Ａ 

経営分析セミナー参加者数 10名  8名 80.0％ Ｂ 

専門家による個別相談会開催数  8回  3回 37.5％ E 

専門家による個別相談会・参加者数 10名 17名 170.0％ Ａ 

経営分析に係る専門家派遣回数 20回  2回 10.0％ E 

経営分析件数  120件 140件 116.7％ Ａ 
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3．事業計画策定支援に関すること【指針②】 

 

（事業内容） 

（1）事業計画策定セミナーの開催 

  ・令和 2年 12月 22日開催 参加者 5名 

    タイトル「事業承継を考える～経営計画策定編～」 

 

（目標に対する実績、達成度及び評価） 

 目標 実績 達成度 評価 

事業計画策定セミナー開催  1回  1回 100.0％ Ａ 

事業計画策定セミナー参加者数 10回  5名 50.0％ D 

策定に係る個別支援回数 150回 246回 164.0％ Ａ 

事業計画策定事業所数  36件  47件 130.6％ Ａ 

 

4．事業計画策定後の実施支援に関すること【指針②】 

 

（事業内容） 

（1）各種支援制度利用件数  40者 44件（補助金等採択件数、1者で複数の制度採択あり） 

・町持続化： 24者 24件       ・町 創 業：5者 5件   ・持 続 化：9者 9件    

・先端設備等導入計画： 5者 5件    ・もの補助：1社 1件    

(2) 経営革新計画の承認件数 1者 1件       

 

（目標に対する実績、達成度及び評価） 

 目標 実績 達成度 評価 

フォローアップ実施件数 84社 92社 109.5％ Ａ 

フォローアップ実施回数 300回 254回 84.7％ Ｂ 

各種支援制度利用件数 40件 44件 110.0％ Ａ 

経営革新承認件数 3件  1件 33.3％ E 

町預託融資実行件数 120件 57件 47.5％ D 

マル経融資実行件数 20件 16件 80.0％ Ｂ 

 

5．需要動向調査に関すること【指針③】 

（事業内容） 

（1）商品券事業の調査分析 

   商品券購入者に対して利用実態・利用促進事業の効果等に関するアンケートを実施。 

   回答方法は、返信用封筒を用いた書面による。 

・属性は女性が 67.2%、年齢が 60歳以上 71.5％、世帯人数は 1～3人が 67.5％を占めた。 

・商品券事業によってついで買いをした消費者は 51.4%。（客単価の増加） 

 ・サブイベントの有無が購買動態に影響したと回答した消費者 25.7%。（買い回り誘導効果） 

 ・コロナ禍にあって、プレミアム額や実施回数、利用可能期間など出来るだけ多く・長く希望  

する意見が多く寄せられた。 

 ・例年以上に日用品への使用が多く、コロナ禍で生活必需品に絞った支出傾向が確認できた。 
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（2）道の駅世羅の利用顧客データの調査分析 

     未実施 

 

（3）新聞等の統計データの調査分析 

     未実施 

 

（4）個別需要動向調査実施件数（事業者） 

     事業計画策定支援に際し、需要動向を調査・分析した 

 

 

（目標に対する実績、達成度及び評価） 

 目標 実績 達成度 評価 

商品券事業の調査分析(利用者) 1回 1回 100.0％ Ａ 

道の駅世羅の利用顧客データの調査分析 1回 0回 0.0％ Ｅ 

新聞等の統計データの調査分析 1件 0件 0.0％ Ｅ 

個別需要動向調査実施件数（事業者） 36件 47件 130.6％ Ａ 
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6．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること【指針④】 

 

（事業内容） 

（1）売れるものづくり 

  ・特産品開発には至らなかったが、コロナ禍にあって飲食事業者が道の駅へ弁当・惣菜の出荷を  

増やしたことから、商品のブラッシュアップ支援を行った 

 

（2）売れる場所づくり・場所さがし 

  ・販路拡大支援事業利用事業者 1社 

    ※新型コロナウイルス感染症の影響により、展示会・商談会等の多くで中止があったため 

 

（3）売れる人・仕組みづくり 

  ・令和 2年 11月 14日開催 参加者 12名 

    タイトル 「Withコロナ・Afterコロナの時代における販売促進の手法」 

    講  師  株式会社 ジャックとまめの木 専務取締役 柏原 秀昭 氏 

 

（4）連携先支援機関等の実施する事業の活用 

・広島県商工会連合会主催販路開拓支援事業「商談会」出展 5社、同商談実施数 15回 

・オンライン観光商談マッチング出展 5社 8回 （重複出展 1社） 

 

（5）情報発信・プレスリリースに関すること 

  ・経済リポート等への記事掲載 

  ・商工会ホームページ、フェイスブックへの情報アップ 

  ・観光宝探しノートへの掲載 

 

（目標に対する実績、達成度及び評価） 

 目標 実績 達成度 評価 

特産品開発数 1件 0件 0.0％ Ｅ 

商談会・展示会・物産展等への延べ参加事業者数 10社 9社 90.0％ B 

商談実施回数 30回 23回 76.7％ C 

販売促進セミナー 1回 1回 100.0％ Ａ 

ＨＰによる情報発信回数 24回 13回 54.2％ D 

広報誌・パブリシティー等への掲載回数 20回 23回 115.0％ Ａ 
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Ⅱ．地域経済の活性化に資する取組 

1．デマンド交通事業による活性化 

（事業内容） 

（1）令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により利用者数は大きく減少したが、行政（企画

課、福祉課）、社会福祉協議会、運行事業者 3 社、商工会による運行会議を開催し、利用者ニー

ズに合った運行体制の再構築による利用者維持をめざした。 

 

（目標に対する実績、達成度及び評価） 

 目標 実績 達成度 評価 

利用者数 29,000人 24,022人 82.8％ B 

 

 

2．世羅とくとく商品券事業による活性化  

（事業内容） 

（1）世羅とくとく商品券事業の実施にあたり、特別委員会を組成し本事業の実施方法等を検討し運営

に当たった。 

 

（目標に対する実績、達成度及び評価） 

 目標 実績 達成度 評価 

利用事業所 200件 206件 103.0％ A 

 

 

3．農商工観連携による活性化  

未実施 

 

（目標に対する実績、達成度及び評価） 

 目標 実績 達成度 評価 

セミナー数 1回 0回 0％ Ｅ 

連携数（累計） 1件 0件 0％ Ｅ 
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Ⅲ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

1．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

 

（目標に対する実績、達成度及び評価） 

 目標 実績 達成度 評価 

日本政策金融公庫との連携 2回 0回 0.0％ E 

町内金融機関との連携 2回 2回 100.0％ Ａ 

尾道税務署との連絡協議会 1回 1回 100.0％ Ａ 

備南地区商工会の職員全体会議 1回 0回 0.0％ E 

世羅町観光協会との連携 2回 0回 0.0％ E 

 

 

2．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（1）広島県商工会連合会及び広島県商工会職員協議会主催の研修への参加 

研修名 参加者 研修のねらい 

管理職養成研修 事務局長 事務局運営 

相談能力向上研修 課長 マネジメント能力向上 

商工会専門スタッフ研修 経営指導員 指導能力の向上 

経営革新支援研修 経営指導員 経営支援能力向上 

職員基本能力研修 指導職員・一般職員 経営支援研修 

 

（2）中小企業大学校主催の研修への参加 

   新型コロナウイルス感染症の影響により、実施無し 

 

（3）首都圏大型展示会等への視察研修への参加 

  実施無し 

 

（4）支援ノウハウの共有体制強化 

①支援を行う際に、職種の異なる職員がチームを組み、スキルアップを図った 

②補助金申請及び事業実施に際し、指導員と指導職員が連携し事業推進を行った 

 

 

3．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（1）世羅町、日本政策金融公庫、町内金融機関、中小企業診断士、一般社団法人世羅町観光協会、広

島県商工会連合会、商工会により組織する事業評価委員会において、成果の評価を行い、評価結果

を委員会において比較検討し見直しをするためのＰＤＣＡサイクルの仕組みを作り年間 2回開催し

た。 

（2）商工会理事会において、委員会での評価・見直しを報告して承認を受け方針を決定し、総代会へ

報告する予定。 

（3）毎年度の事業終了後に、中国経済産業局、広島県、世羅町へ報告する予定。 

（4）事業の進捗状況・評価・見直しの結果を常時閲覧できるように商工会報「まるせら」及び商工会

公式ホームページ（https://marusera.com）にて広報する予定。 


